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横浜経済の動向(令和３年９月) 

 

第118回横浜市景況・経営動向調査報告（特別調査）  
 

横 浜 市 経 済 局 

【調査の概要】 

１．目的・内容 ：横浜市の経済・産業政策の効果的な展開に必要な企業動向・ニーズを早期かつ的確に

把握するために、市内企業を対象にアンケート調査及びヒアリング調査を一連の「景

況・経営動向調査」として、四半期毎に年４回（６月、９月、12月、３月）実施して

います。 
 

２．調 査 対 象 ：市内企業1,000社 

回収数548社（回収率：54.8％） 

 
 

※規模別の定義は以下の通りです。 

大企業・・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が 10 億円以上の企業 

中堅企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が以下の基準に該当する企業 

製造業や卸売業、小売業、サービス業以外の非製造業：３～10 億円未満 

卸売業：１～10 億円未満 

小売業、サービス業：５千万～10 億円未満 

中小企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が上記中堅企業の基準未満の企業 

小規模企業・・・・中小企業のうち、常時雇用する従業員数が以下の基準に該当する企業 

          製造業：20 人以下 

          卸売業、小売業、サービス業：５人以下 

          卸売業及び小売業、サービス業以外の非製造業：20 人以下 
 

業種の分類 

・製造業（９分類）：食料品等、繊維・衣服等、印刷、石油・化学等、鉄鋼・金属等、 

一般機械、電機・精密等、輸送用機械、その他製造業 

・非製造業（９分類）: 建設業、運輸・倉庫業、卸売業、小売業、飲食店・宿泊業、不動産業、 

情報サービス業、対事業所サービス業、対個人サービス業 
 

３．調 査 時 期：令和３年９月実施 

 

４．そ の 他：図表中の構成比は小数点第２位を四捨五入し表記しており、表示上の構成比を合計しても

100％にならない場合があります。 
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調査結果の概要 

第 118 回横浜市景況・経営動向調査（令和３年９月実施） （特別調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査対象】市内企業1,000 社（回収数：548 社、回収率：54.8％） 

【調査時期】令和３年８月３日～９月９日（調査票回答期間及びヒアリング調査期間） 

※調査票回答期間は令和３年８月３日～８月25日 
 

 

―コロナ禍における雇用状況について― 

 
 

 

 

 

 

 

      【今回118回（令和３年９月調査）】          （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 
  

【コロナ禍における雇用状況について】 

・新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員の離職は、「離職はない」が最も多いもの

の、一年前の調査（前回調査）と比較すると、製造業において「従業員都合による離職があっ

た」が約１割増加した。 

・今後の雇用人員については、全産業で正社員及びパートタイム労働者等ともに「当面維持し

ていく」が多いものの、前回調査と比較すると「増やしていく」が増加した。 

・社員の副業・兼業は、全産業で「認めている」が約２割。規模別にみると、規模が小さくなるほ

ど認める割合が高くなっている。 

・副業・兼業による外部人材の活用は、「活用したことがある」と「活用を検討している」を合わ

せると約１割となった。 
【ポイント】 

○ 感染症拡大に起因する正社員の離職について、全産業では「離職はない」(79.7％)が最も多く、「従業員都
合による離職があった」(15.9％)と「事業主都合による離職があった」(1.8％)を合わせた17.7％を上回っ
た。前回調査と比較すると、「従業員都合による離職があった」が製造業で8.1％増加した。 

○ 今後の正社員の雇用人員について、全産業では「当面維持していく」(正社員：74.1％、パートタイム労働
者等：67.3％)が最も多いものの、前回調査と比較すると「増やしていく」が正社員で7.4％増加、パートタ
イム労働者等で4.0％増加した。 

○ 社員の副業・兼業について、全産業では「認めていない」(55.5％)が最も多く、次いで「認めている」
(18.1％)の順となった。規模別にみると、規模が小さくなるほど認める割合が高くなっている。 

○ 副業・兼業による外部人材の活用について、全産業では「活用したことはない」(84.5％)が最も多く、次い
で「活用したことがある」(7.7％)、「活用を検討している」(2.2％)の順となった。 

特別調査の概要 

○ 感染症拡大に起因する正社員の離職について、全産業では「離職はない」(79.7％)が最も多く、「従業員都合
による離職があった」(15.9％)、「事業主都合による離職があった」(1.8％)を合わせた17.7％を上回った。 

○ 前回調査と比べると、「従業員都合による離職があった」が製造業で8.1％増加した。 

１ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員の離職について 

離職はない

従業員都合

による離職

があった

事業主都合

による離職

があった

無回答

全産業(587) 83.5 14.0 2.4 0.7

製造業(248) 85.5 11.3 2.4 1.2

非製造業(339) 82.0 15.9 2.4 0.3
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離職はない

従業員都合

による離職

があった

事業主都合

による離職

があった

無回答

全産業(548) 79.7 15.9 1.8 3.5

製造業(232) 75.4 19.4 2.2 3.0

非製造業(316) 82.9 13.3 1.6 3.8
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図表１ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員の離職について （複数回答） 【全産業・業種別】 
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【今回118回（令和３年９月調査）】         （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今回118回（令和３年９月調査）】         （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 今後の雇用人員について 

増やしていく
11.2%

当面維持していく
82.5%

減らしていく
5.8%

無回答
0.5% 全産業（587）

図表２－１ 今後の正社員の雇用人員について （単一回答） 【全産業】 

○ 今後の正社員の雇用人員について、全産業では「当面維持していく」(74.1％)が最も多く、次いで「増やし
ていく」(18.6％)、「減らしていく」(2.6％)の順となった。 

○ 前回調査と比べると、「当面維持していく」が8.4％減少、「増やしていく」は7.4％増加、「減らしてい
く」は3.2％減少となった。 

○ 今後のパートタイム労働者等の雇用人員について、全産業では「当面維持していく」(67.3％) が最も多
く、次いで「増やしていく」(8.6％)、「減らしていく」(2.7％)の順となった。 

○ 前回調査と比べると、「当面維持していく」が前回調査に比べ7.3％減少、「増やしていく」は4.0％増加、
「減らしていく」は4.3％減少となった。 

増やしていく
18.6%

当面維持していく
74.1%

減らしていく
2.6%

無回答
4.7%

全産業(548)

図表２－２ 今後のパートタイム労働者等の雇用人員について （単一回答） 【全産業】 

増やしていく
8.6%

当面維持していく
67.3%

減らしていく
2.7%

無回答
21.4%

全産業(548)

増やしていく
4.6%

当面維持していく
74.6%

減らしていく
7.0%

無回答
13.8% 全産業（587）
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４ 副業・兼業を認めることのメリットについて 

図表３ 社員の副業・兼業について （単一回答） 【全産業・業種別・規模別】 

○ 社員の副業・兼業について、全産業では「認めていない」(55.5％)が最も多く、次いで「認めている」
(18.1％)、「検討している」(13.1％）の順となった。 

○ 業種別にみても、「認めていない」が製造業(51.7％)、非製造業(58.2％)とも最も多く、次いで「認めてい
る」が製造業（21.1％）、非製造業（15.8％）、「検討している」が製造業(13.4％）、非製造業(13.0％)
と続いた。 

○ 規模別にみると「認めている」が大企業（9.8％）、中堅企業（12.5％）、中小企業（20.2％）、うち小規
模企業（27.4％）となり、規模が小さいほど「認めている」の割合が高い結果となった。 

図表４ 副業・兼業を認めることのメリットについて （複数回答） 【全産業・業種別】 

○ 副業・兼業を認めることのメリットについて、全産業では「人材の定着（離職率の低下）」(56.1％)が最
も多く、次いで「従業員のモチベーション向上」、「働き方改革の促進」が同率(40.9％)で続いた。 

○ 業種別にみると、製造業では「人材の定着（離職率の低下）」(56.3％)が最も多く、次いで「従業員のモ
チベーション向上」（41.3％）、「働き方改革の促進」（31.3％)、非製造業では「人材の定着（離職率の
低下）」(56.0％)が最も多く、次いで「働き方改革の促進」(49.5％)、「従業員のモチベーション向上」
(40.7％)の順となった。 

３ 社員の副業・兼業について 
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援

新規事業

推進の戦

力
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全産業(171) 56.1 40.9 40.9 25.1 23.4 17.5 14.0 5.3 2.9 5.8

製造業(80) 56.3 41.3 31.3 30.0 22.5 20.0 13.8 2.5 6.3 2.5
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５ 副業・兼業による外部人材の活用について 

６ 副業・兼業による外部人材活用のメリットについて 

○ 副業・兼業による外部人材の活用について、全産業では「活用したことはない」(84.5％)が最も多く、次
いで「活用したことがある」(7.7％)、「活用を検討している」(2.2％)の順となった。 

○ 業種別にみても、「活用したことはない」が製造業(84.9％)、非製造業(84.2％)とも最も多く、次いで
「活用したことがある」が製造業（7.3％）、非製造業（7.9％）、「検討している」が製造業、非製造業
とも(2.2％)と続いた。 

○ 規模別にみても、「活用したことはない」が大企業(70.7％)、中堅企業(86.5％)、中小企業(85.4％)、う
ち小規模企業(79.6％)とも最も多かった。 

図表５ 副業・兼業による外部人材の活用について  （複数回答）  【全産業・業種別・規模別】 
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2.2 
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非製造業(316)

大企業(41)

中堅企業(96)

中小企業(411)

うち小規模企業(113)

活用したことがある 活用を検討している 活用したことはない 無回答

（業
種
別
）

（
規
模
別
）

図表６ 副業・兼業による外部人材の活用のメリットについて （複数回答）  【全産業・業種別】 

人材不足の

解消

新たな知

識・経営資

源の獲得

業務の効率

化

人件費の軽

減

人材育成・

従業員スキ

ルの向上

人脈拡大
新規事業推

進の戦力
その他 無回答

全産業(54) 66.7 33.3 29.6 24.1 20.4 20.4 13.0 3.7 3.7

製造業(22) 59.1 45.5 36.4 27.3 27.3 22.7 13.6 4.5 0.0

非製造業(32) 71.9 25.0 25.0 21.9 15.6 18.8 12.5 3.1 6.3
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○ 副業・兼業による外部人材活用のメリットについて、全産業では「人材不足の解消」(66.7％)が最も多
く、次いで「新たな知識・経営資源の獲得」(33.3％)、「業務の効率化」(29.6％)となった。 

○ 業種別にみても、「人材不足の解消」が製造業(59.1％)、非製造業(71.9％)とも最も多く、次いで製造業
は「新たな知識・経営資源の獲得」(45.5％)、「業務の効率化」(36.4％)と続き、非製造業は、「新たな
知識・経営資源の獲得」、「業務の効率化」が同率(25.0％)で続いた。 
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―コロナ禍における雇用状況について― 

 
  
◆１－１ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員の離職について 

新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員の離職について、全産業では「離職はない」(79.7％)が最も多

く、「従業員都合による離職があった」(15.9％)と「事業主都合による離職があった」(1.8％)を合わせた17.7％を

上回った。  

業種別にみても、規模別にみても「離職はない」が最も多く、次いで「従業員都合による離職があった」、「事

業主都合による離職があった」の順となった。 

前回調査と比較すると、「従業員都合による離職があった」が製造業で8.1％増加したのに対し、非製造業では

2.6％減少した。規模別にみると、「従業員都合による離職があった」が中小企業では3.8％増加、うち小規模事業

では5.9％増加した。 

 

 

 

【今回118回（令和３年９月調査）】          （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今回118回（令和３年９月調査）】          （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※正社員：無期雇用フルタイム労働者  

１ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因する従業員の離職について 

特別調査結果 

図表１－１－１ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員の離職について （複数回答） 【全産業・業種別】 

図表１－１－２ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員の離職について （複数回答） 【全産業・規模別】 

離職はない

従業員都合

による離職

があった

事業主都合

による離職

があった

無回答

全産業(587) 83.5 14.0 2.4 0.7

製造業(248) 85.5 11.3 2.4 1.2

非製造業(339) 82.0 15.9 2.4 0.3

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

離職はない

従業員都合

による離職

があった

事業主都合

による離職

があった

無回答

全産業(548) 79.7 15.9 1.8 3.5

製造業(232) 75.4 19.4 2.2 3.0

非製造業(316) 82.9 13.3 1.6 3.8

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

離職は

ない

従業員

都合に

よる

離職が

あった

事業主

都合に

よる

離職が

あった

無回答

全産業(587) 83.5 14.0 2.4 0.7

大企業(52) 84.6 13.5 1.9 0.0

中堅企業(100) 78.0 19.0 4.0 0.0

中小企業(409) 84.8 12.7 1.7 1.0

うち小規模企業(128) 89.8 4.7 3.1 3.1

市外本社企業(26) 80.8 15.4 7.7 0.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

うち小規模企業

全産業

離職は

ない

従業員

都合によ

る離職が

あった

事業主

都合によ

る離職が

あった

無回答

全産業(548) 79.7 15.9 1.8 3.5

大企業(41) 85.4 12.2 0.0 2.4

中堅企業(96) 76.0 14.6 5.2 8.3

中小企業(411) 80.0 16.5 1.2 2.4

うち小規模企業(113) 84.1 10.6 0.9 4.4

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業

中堅企業

中小企業

うち小規模企業

全産業
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◆１－２ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因するパートタイム労働者等の離職について 

パートタイム労働者の離職について、全産業では「離職はない」(62.4％)が最も多く、「従業員都合による離職

があった」(11.3％)と「事業主都合による離職があった」(1.8％)を合わせた13.1％を上回った。 

業種別にみても、規模別にみても「離職はない」が最も多く、次いで「従業員都合による離職があった」、「事

業主都合による離職があった」の順となった。 

前回調査と比較すると、「従業員都合による離職があった」が製造業で0.9％、非製造業で3.0％増加した。規模

別にみると、「従業員都合による離職があった」が大企業は8.1％、中小企業は1.9％増加した一方、中堅企業は

1.4％、小規模企業は2.8％減少した。 

 

 

 

 

 【今回118回（令和３年９月調査）】        （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今回118回（令和３年９月調査）】        （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※パートタイム労働者等：パートタイム労働者、有期雇用労働者、派遣労働者等 

 

 

 

 

図表１－２－１ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因するパートタイム労働者の離職について 

 （複数回答） 【全産業・業種別】 

離職はない

従業員都合

による離職

があった

事業主都合

による離職

があった

無回答

全産業(548) 62.4 11.3 1.8 25.0

製造業(232) 64.7 8.2 2.2 25.0

非製造業(316) 60.8 13.6 1.6 25.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

図表１－２－２ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因するパートタイム労働者の離職について  

（複数回答） 【全産業・規模別】 

離職はない

従業員都合

による離職が

あった

事業主都合

による離職が

あった

無回答

全産業(587) 71.9 9.2 3.4 15.7

製造業(248) 75.4 7.3 4.0 13.7

非製造業(339) 69.3 10.6 2.9 17.1

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

離職はない

従業員都合

による離職

があった

事業主都合

による離職

があった

無回答

全産業(548) 62.4 11.3 1.8 25.0

大企業(41) 68.3 19.5 2.4 9.8

中堅企業(96) 59.4 14.6 3.1 24.0

中小企業(411) 62.5 9.7 1.5 26.8

うち小規模企業(113) 56.6 3.5 0.0 39.8

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業
中堅企業
中小企業
うち小規模企業

全産業

離職はない

従業員都

合による離

職があった

事業主都

合による離

職があった

無回答

全産業(587) 71.9 9.2 3.4 15.7

大企業(52) 67.3 9.6 7.7 15.4

中堅企業(100) 69.0 16.0 4.0 11.0

中小企業(409) 72.4 7.8 2.0 17.8

うち小規模企業(128) 60.2 6.3 1.6 32.0

市外本社企業(26) 84.6 3.8 15.4 0.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業
中堅企業

中小企業

市外本社企業

うち小規模企業

全産業
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◆２－１ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員の休業について 

 
新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員の休業について、全産業では「実施していない（今後の予定も

ない）」(43.6％)が最も多いが、「実施した」(43.2％)、「実施していない（今後予定している）」(9.1％)を合

わせると52.3％となり５割を超えた。 

業種別にみると、製造業は「実施した」(46.1％)が「実施していない（今後の予定もない）」（40.9％）を上回

り最も多く、非製造業では「実施していない（今後の予定もない）」（45.6％)が「実施した」(41.1％)を上回り

最も多かった。また、「実施した」割合は飲食店・宿泊業（69.2％）がもっとも多く、次いで「小売業」

（63.9％）、「個人サービス業」（63.0％）、「運輸・倉庫業」（59.3％）となった。 

規模別にみると、「実施した」が大企業（26.8％）、中堅企業（38.5％）で「実施していない（今後の予定もな

い）」の比率を下回ったが、中小企業は「実施した」が46.0％と「実施していない（今後の予定もない）」

（40.6％）の割合を上回ったが、うち小規模企業では「実施した」が37.2％と「実施していない（今後の予定もな

い）」（40.7％）の割合を下回った。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回（118回）で休業が多かった業種は「飲食店・宿泊業」（69.2％）、「小売業」（63.9％）、「個人サービ

ス業」（63.0％）となった。 

前回（114回）と比較すると、「飲食店・宿泊業」、「小売業」は変わらず休業が多い状況が続いている。ま

た、「個人サービス業」の休業は大幅に増加したことが見て取れる。 

 

 

 

 

【今回118回（令和３年９月調査）】        （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
※前回（114回）は「実施した（現在はしていない）」と「実施した（現在も継続）」の合計 

 

 

図表２－１－1 新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員の休業について（単一回答） 【全産業】 

２ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因する従業員の休業について 

実施した
43.2%

実施していない

（今後予定している）
9.1%

実施していない

（今後の予定もない）
43.6%

無回答
4.0% 全産業(548)

図表２－１－２ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員の休業について（単一回答） 【業種別】 

63.0

63.9

69.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

個人サービス業

小売業

飲食店・宿泊業

48.2

68.8

70.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

個人サービス業

飲食店・宿泊業

小売業
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【今回118回（令和３年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－1－３ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員の休業について 

（単一回答） 【全産業・業種別・規模別】 

43.2 

46.1 

41.1 

26.8 

38.5 

46.0 

37.2 

31.3 

37.5 

46.2 

40.9 

54.9 

45.7 

40.0 

47.4 

58.8 

40.5 

59.3 

22.0 

63.9 

69.2 

22.2 

21.2 

23.3 

63.0 

9.1 

9.9 

8.5 

7.3 

9.4 

9.2 

13.3 

25.0 

15.4 

4.5 

5.9 

17.4 

7.5 

10.5 

11.8 

16.7 

5.6 

8.0 

5.6 

12.1 

11.6 

7.4 

43.6 

40.9 

45.6 

61.0 

49.0 

40.6 

40.7 

68.8 

37.5 

30.8 

54.5 

35.3 

37.0 

42.5 

42.1 

29.4 

31.0 

31.5 

62.0 

30.6 

23.1 

72.2 

66.7 

60.5 

29.6 

4.0 

3.0 

4.7 

4.9 

3.1 

4.1 

8.8 

7.7 

3.9 

10.0 

11.9 

3.7 

8.0 

7.7 

5.6 

4.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(548)

製造業(232)

非製造業(316)

大企業(41)

中堅企業(96)

中小企業(411)

うち小規模企業(113)

食料品等(16)

繊維・衣服等(8)

印刷(13)

石油・化学等(22)

鉄鋼・金属等(51)

一般機械(46)

電機・精密等(40)

輸送用機械(19)

その他製造業(17)

建設業(42)

運輸・倉庫業(54)

卸売業(50)

小売業(36)

飲食店・宿泊業(13)

不動産業(18)

情報サービス業(33)

事業所サービス業(43)

個人サービス業(27)

実施した 実施していない（今後予定している） 実施していない（今後の予定もない） 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

（製
造
業

細
分
類
）

（非
製
造
業

細
分
類
）
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（参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※                     は「実施した（現在はしていない）」と「実施した（現在も継続）」の合計 

0 

26.2 

22.2 

29.2 

25.0 

29.0 

25.7 

22.7 

26.9 

11.1 

7.7 

30.8 

30.0 

32.7 

18.9 

25.6 

9.5 

13.3 

34.0 

19.2 

26.0 

48.9 

31.3 

24.1 

21.4 

19.5 

37.9 

25.2 

31.9 

20.4 

26.9 

15.0 

27.9 

22.7 

19.2 

27.8 

38.5 

38.5 

15.0 

28.8 

28.3 

30.2 

47.6 

53.3 

8.5 

38.5 

18.0 

21.3 

37.5 

10.3 

14.3 

24.4 

10.3 

3.1 

5.2 

1.5 

3.8 

1.0 

3.7 

5.5 

9.6 

7.5 

4.7 

9.5 

2.1 

3.8 

3.6 

3.4 

44.8 

39.5 

48.7 

44.2 

55.0 

41.8 

46.9 

53.8 

61.1 

46.2 

30.8 

50.0 

26.9 

45.3 

39.5 

33.3 

33.3 

53.2 

38.5 

56.0 

29.8 

31.3 

65.5 

60.7 

56.1 

48.3 

0.7 

1.2 

0.3 

1.0 

2.3 

7.7 

5.0 

1.9 

2.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(587)

製造業(248)

非製造業(339)

大企業(52)

中堅企業(100)

中小企業(409)

うち小規模企業(128)

市外本社企業(26)

食料品等(18)

繊維・衣服等(13)

印刷(13)

石油・化学等(20)

鉄鋼・金属等(52)

一般機械(53)

電機・精密等(43)

輸送用機械(21)

その他製造業(15)

建設業(47)

運輸・倉庫業(52)

卸売業(50)

小売業(47)

飲食店・宿泊業(16)

不動産業(29)

情報サービス業(28)

事業所サービス業(41)

個人サービス業(29)

実施した（現在はしていない） 実施した（現在も継続） 実施していない（今後予定している）

実施していない（今後の予定もない） 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

（製
造
業

細
分
類
）

（非
製
造
業

細
分
類
）
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◆２－２ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因するパートタイム労働者等の休業について 

 

新型コロナウイルス感染症拡大に起因するパートタイム労働者等の休業について、全産業では「実施していない

（今後の予定もない）」(38.9％)が最も多いが、「実施した」(34.1％)、「実施していない（今後予定してい

る）」(7.8％)を合わせると41.9％となった。 

業種別にみると、製造業は「実施した」、「実施していない（今後の予定もない）」がともに36.2％と最も多

く、非製造業は「実施していない（今後の予定もない）」（40.8％)が最も多く、次いで「実施した」(32.6％)と

なった。また、「実施した」割合は飲食店・宿泊業（79.6％）がもっとも多く、次いで「小売業」（61.1％）とな

った。 

規模別にみると、「実施していない（今後の予定もない）」が大企業(48.8％)、中堅企業(40.6％)、中小企業

(37.5％)、うち小規模企業(33.6％)とも最も多く、すべての規模で「実施した」の割合を上回った。 

 

 

 
 

【今回118回（令和３年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

今回（118回）で休業が多かった業種は「飲食店・宿泊業」（76.9％）、「小売業」（61.1％）、「個人サービ

ス業」（55.6％）となった。 

前回（114回）と比較すると、「飲食店・宿泊業」、「小売業」は変わらず休業が多い状況が続いている。また

正社員と同様、「個人サービス業」の休業は大幅に増加したことが見て取れる。 

 
 

 

 

【今回118回（令和３年９月調査）】        （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※前回（114回）は「実施した（現在はしていない）」と「実施した（現在も継続）」の合計 

 

 

図表２－２－１ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因するパートタイム労働者等の休業について 

（単一回答） 【全産業】 

0 

実施した
34.1%

実施していない

（今後予定している）
7.8%

実施していない

（今後の予定もない）
38.9%

無回答
19.2%

全産業(548)

55.6

61.1

76.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

個人サービス業

小売業

飲食店・宿泊業

41.4

61.7

81.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

個人サービス業

小売業

飲食店・宿泊業

図表２－２－２ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因するパートタイム労働者等の休業について

（単一回答）【業種別】 
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【今回118回（令和３年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－２－３ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因するパートタイム労働者等の休業について 

（単一回答） 【全産業・業種別・規模別】 

34.1 

36.2 

32.6 

29.3 

37.5 

33.8 

23.0 

31.3 

25.0 

38.5 

27.3 

47.1 

30.4 

27.5 

36.8 

58.8 

26.2 

27.8 

20.0 

61.1 

76.9 

16.7 

12.1 

30.2 

55.6 

7.8 

8.2 

7.6 
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9.4 

7.5 

8.0 
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25.0 
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7.5 

15.8 
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11.9 
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6.0 
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12.1 

9.3 

11.1 

38.9 

36.2 

40.8 

48.8 

40.6 

37.5 

33.6 

56.3 

25.0 

46.2 

45.5 

29.4 

30.4 

42.5 

36.8 

23.5 

26.2 

38.9 

60.0 

27.8 

15.4 

61.1 

60.6 

41.9 

22.2 

19.2 

19.4 

19.0 

14.6 

12.5 

21.2 

35.4 

6.3 

25.0 

7.7 

18.2 

19.6 

30.4 

22.5 

10.5 

11.8 

35.7 

27.8 

14.0 

5.6 

7.7 

22.2 

15.2 

18.6 

11.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(548)

製造業(232)

非製造業(316)

大企業(41)

中堅企業(96)

中小企業(411)

うち小規模企業(113)

食料品等(16)

繊維・衣服等(8)

印刷(13)

石油・化学等(22)

鉄鋼・金属等(51)

一般機械(46)

電機・精密等(40)

輸送用機械(19)

その他製造業(17)

建設業(42)

運輸・倉庫業(54)

卸売業(50)

小売業(36)

飲食店・宿泊業(13)

不動産業(18)

情報サービス業(33)

事業所サービス業(43)

個人サービス業(27)

実施した 実施していない（今後予定している） 実施していない（今後の予定もない） 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

（製
造
業

細
分
類
）

（非
製
造
業

細
分
類
）
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（参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※                     は「実施した（現在はしていない）」と「実施した（現在も継続）」の合計 

22.7 

20.2 

24.5 

25.0 

25.0 

21.5 

15.6 

26.9 

11.1 

7.7 

30.8 

25.0 

21.2 

13.2 

27.9 

14.3 

33.3 

29.8 

13.5 

18.0 

40.4 

31.3 

17.2 

14.3 

24.4 

34.5 

19.1 

25.4 

14.5 

19.2 

13.0 

20.5 

14.8 

19.2 

27.8 

38.5 

38.5 

15.0 

25.0 

22.6 

18.6 

38.1 

26.7 

4.3 

21.2 

10.0 

21.3 

50.0 

3.4 

7.1 

19.5 

6.9 

2.9 

4.4 

1.8 

3.8 

1.0 

3.4 

3.1 

5.6 

5.0 

5.8 

3.8 

2.3 

9.5 

6.7 

2.1 

3.8 

3.4 

3.6 

3.4 

40.2 

36.3 

43.1 

40.4 

49.0 

37.2 

35.2 

53.8 

50.0 

30.8 

30.8 

50.0 

26.9 

39.6 

41.9 

33.3 

20.0 

48.9 

38.5 

48.0 

31.9 

12.5 

55.2 

57.1 

43.9 

41.4 

15.2 

13.7 

16.2 

11.5 

12.0 

17.4 

31.3 

5.6 

23.1 

5.0 

21.2 

20.8 

9.3 

4.8 

13.3 

14.9 

23.1 

24.0 

6.4 

6.3 

20.7 

17.9 

12.2 

13.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(587)

製造業(248)

非製造業(339)

大企業(52)

中堅企業(100)

中小企業(409)

うち小規模企業(128)

市外本社企業(26)

食料品等(18)

繊維・衣服等(13)

印刷(13)

石油・化学等(20)

鉄鋼・金属等(52)

一般機械(53)

電機・精密等(43)

輸送用機械(21)

その他製造業(15)

建設業(47)

運輸・倉庫業(52)

卸売業(50)

小売業(47)

飲食店・宿泊業(16)

不動産業(29)

情報サービス業(28)

事業所サービス業(41)

個人サービス業(29)

実施した（現在はしていない） 実施した（現在も継続）

実施していない（今後予定している） 実施していない（今後の予定もない）

無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

（製
造
業

細
分
類
）

（非
製
造
業

細
分
類
）

0 
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＜新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員またはパートタイム労働者等の休業について「実施した」と回答した企業のみ＞ 

 
 

従業員の休業を実施した企業の雇用調整助成金等の活用について、全産業では「活用した」(81.2％)が最も多

く、「活用する予定はない」(15.2％）を大きく上回った。 

業種別にみても、「活用した」が製造業(83.6％)、非製造業(79.3％)とも最も多く、「活用する予定はない」の

製造業(11.8％）、非製造業(17.9％)を大きく上回った。 

規模別にみると、「活用した」が大企業(92.3％)、中堅企業(92.3％)、中小企業(78.3％)、うち小規模企業

(70.5％)とも最も多くなった。 

前回調査と比べると、全産業では「活用した」が前回調査に比べ25.7％増加、「活用を検討している」が17.8％

減少となっており、検討から活用に動いた結果が見て取れる。 

業種別にみると、「活用した」が前回調査に比べ製造業で18.8％増加、非製造業では31.3％増加した。 

規模別にみると、「活用した」が前回調査に比べ大企業では44.2％増加、中堅企業では31.9％増加、中小企業で

は21.9％増加、うち小規模事業者では25.2％増加した。 

 
 

 

【今回118回（令和３年９月調査）】         （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今回118回（令和３年９月調査）】        （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】    

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 従業員の休業を実施した企業の雇用調整助成金等の活用について 

図表３－１  従業員の休業を実施した企業の雇用調整助成金等の活用について （単一回答） 【全産業】 

活用した
81.2%

活用を検討して

いる
2.8%

活用する予定は

ない

15.2%

無回答

0.8% 全産業(250)

活用した
55.5%

活用を検討して

いる
20.6%

活用する予定は

ない
20.9%

無回答
3.1%

全産業（321）

図表３－２  従業員の休業を実施した雇用調整助成金等の活用について （単一回答） 【全産業・業種別・規模別】 

81.2 

83.6 

79.3 

92.3 

92.3 

78.3 

70.5 

2.8 

2.7 

2.9 

2.6 

3.0 

2.3 

15.2 

11.8 

17.9 

7.7 

5.1 

17.7 

27.3 

0.8 

1.8 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(250)

製造業(110)

非製造業(140)

大企業(13)

中堅企業(39)

中小企業(198)

うち小規模企業(44)

活用した 活用を検討している 活用する予定はない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

55.5 

64.8 

48.0 

48.1 

60.4 

56.4 

45.3 

33.3 

20.6 

16.9 

23.5 

29.6 

16.7 

20.1 

21.9 

25.0 

20.9 

16.2 

24.6 

22.2 

18.8 

20.5 

26.6 

33.3 

3.1 

2.1 

3.9 

4.2 

3.0 

6.3 

8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(321)

製造業(142)

非製造業(179)

大企業(27)

中堅企業(48)

中小企業(234)

うち小規模企業(64)

市外本社企業(12)

活用した 活用を検討している 活用する予定はない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）
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＜新型コロナウイルス感染症拡大に起因する正社員またはパートタイム労働者等の休業について「実施していない（今後予定して

いる）」と回答した企業のみ＞ 

 
 

今後、従業員の休業を予定している企業の雇用調整助成金等の活用について、全産業では「活用する予定はな

い」(56.7％)が５割を超え、「活用する予定」は15.0％にとどまった。 

業種別では、「活用する予定はない」が製造業（55.6％）、非製造業（57.6％）とも最も多く、「活用する予

定」は製造業（3.7％）、非製造業（24.2％）となった。 

規模別では、「活用する予定はない」が大企業（100.0％）、中堅企業（60.0％）、中小企業（53.2％）、うち

小規模企業（38.9％）とも最も多く、規模が大きいほど活用意向は低くなる傾向となった。 

前回調査と比べると、「活用する予定」が前回調査に比べ35.0％減少、一方「活用する予定はない」は19.2％増

加となった。 

 

 

  

【今回118回（令和３年９月調査）】          （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今回118回（令和３年９月調査）】        （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 今後、従業員の休業を予定している企業の雇用調整助成金等の活用について 

図表４－１ 今後、従業員の休業を予定している企業の雇用調整助成金等の活用について （単一回答） 【全産業】 

活用する予定

50.0%
活用する予定は

ない
37.5%

無回答
12.5% 全産業（24）

活用する予定
15.0%

活用する予定は

ない
56.7%

無回答
28.3%

全産業(60)

図表４－２ 今後、従業員の休業を予定している企業の雇用調整助成金等の活用について （単一回答） 

 【全産業・業種別・規模別】 

15.0 

3.7 

24.2 

30.0 

12.8 

11.1 

56.7 

55.6 

57.6 

100.0 

60.0 

53.2 

38.9 

28.3 

40.7 

18.2 

10.0 

34.0 

50.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(60)

製造業(27)

非製造業(33)

大企業(3)

中堅企業(10)

中小企業(47)

うち小規模企業(18)

活用する予定 活用する予定はない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

50.0 

47.1 

57.1 

100.0 

100.0 

42.9 

37.5 

0.0 

37.5 

35.3 

42.9 

42.9 

62.5 

0.0 

12.5 

17.6 

14.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(24)

製造業(17)

非製造業(7)

大企業(2)

中堅企業(1)

中小企業(21)

うち小規模企業(8)

市外本社企業(0)

活用する予定 活用する予定はない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）
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図表５－１－２ 今後の正社員の雇用人員について （単一回答） 【全産業・業種別・規模別】 

 
 

◆５－１ 今後の正社員の雇用人員について 

 

今後の正社員の雇用人員について、全産業では「当面維持していく」(74.1％)が最も多く、次いで「増やしてい

く」(18.6％)、「減らしていく」(2.6％)の順となった。 

業種別にみても、「当面維持していく」が製造業(76.7％)、非製造業(72.2％)とも最も多く、「増やしてい

く」、「減らしていく」を大きく上回った。 

規模別にみても、「当面維持していく」が大企業(70.7％)、中堅企業(77.1％)、中小企業(73.7％)、うち小規模

企業(85.8％)とも最も多く、「増やしていく」、「減らしていく」を大きく上回った。 

前回調査と比べると、「当面維持していく」が前回調査に比べ8.4％減少、「増やしていく」は7.4％増加、「減

らしていく」は3.2％減少となった。 

 

 

 

【今回118回（令和３年９月調査）】         （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 
 

 

 

【今回118回（令和３年９月調査）】         （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

増やしていく
11.2%

当面維持していく
82.5%

減らしていく
5.8%

無回答
0.5% 全産業（587）

５ 今後の雇用人員について 

図表５－１－１ 今後の正社員の雇用人員について （単一回答） 【全産業】 

増やしていく

18.6%

当面維持していく
74.1%

減らしていく
2.6%

無回答

4.7%

全産業(548)

18.6 

16.8 

19.9 

19.5 

16.7 

19.0 

5.3 

74.1 

76.7 

72.2 

70.7 

77.1 

73.7 

85.8 

2.6 

1.7 

3.2 

4.9 

3.1 

2.2 

0.9 

4.7 

4.7 

4.7 

4.9 

3.1 

5.1 

8.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(548)

製造業(232)

非製造業(316)

大企業(41)

中堅企業(96)

中小企業(411)

うち小規模企業
(113)

増やしていく 当面維持していく 減らしていく 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

11.2 

6.9 

14.5 

11.5 

17.0 

10.5 

4.7 

82.5 

85.9 

79.9 

86.5 

75.0 

83.1 

87.5 

92.3 

5.8 

6.5 

5.3 

1.9 

7.0 

5.9 

6.3 

7.7 

0.5 

0.8 

0.3 

1.0 

0.5 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(587)

製造業(248)

非製造業(339)

大企業(52)

中堅企業(100)

中小企業(409)

うち小規模企業(128)

市外本社企業(26)

増やしていく 当面維持していく 減らしていく 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）
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◆５－２ 今後のパートタイム労働者等の雇用人員について 

 

今後のパートタイム労働者等の雇用人員について、全産業では「当面維持していく」(67.3％) が最も多く、次

いで「増やしていく」(8.6％)、「減らしていく」(2.7％)の順となった。 

業種別にみても、「当面維持していく」が製造業(70.7％)、非製造業(64.9％)とも最も多く、「増やしてい

く」、「減らしてく」を大きく上回った。 

規模別にみても、「当面維持していく」が大企業(68.3％)、中堅企業(70.8％)、中小企業(66.4％)、うち小規模

企業(61.1％)とも最も多く、「増やしていく」、「減らしていく」を大きく上回った。 

前回調査と比べると、「当面維持していく」が前回調査に比べ7.3％減少、「増やしていく」は4.0％増加、「減

らしていく」は4.3％減少となった。 

 

 

 

 

【今回118回（令和３年９月調査）】         （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今回118回（令和３年９月調査）】         （参考）【前回114回（令和２年９月調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表５－２－１ 今後のパートタイム労働者等の雇用人員について （単一回答） 【全産業】 

図表５－２－２ 今後のパートタイム労働者等の雇用人員について （単一回答） 【全産業・業種別・規模別】 

増やしていく
8.6%

当面維持していく
67.3%

減らしていく

2.7%

無回答
21.4%

全産業(548)

増やしていく
4.6%

当面維持していく
74.6%

減らしていく
7.0%

無回答
13.8% 全産業（587）

8.6 

7.3 

9.5 

12.2 

9.4 

8.0 

3.5 

67.3 

70.7 

64.9 

68.3 

70.8 

66.4 

61.1 

2.7 

1.7 

3.5 

2.4 

5.2 

2.2 

0.9 

21.4 

20.3 

22.2 

17.1 

14.6 

23.4 

34.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(548)

製造業(232)

非製造業(316)

大企業(41)

中堅企業(96)

中小企業(411)

うち小規模企業(113)

増やしていく 当面維持していく 減らしていく 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

4.6 

2.0 

6.5 

5.8 

7.0 

4.2 

2.3 

74.6 

79.0 

71.4 

76.9 

74.0 

74.1 

64.1 

80.8 

7.0 

7.7 

6.5 

9.6 

6.0 

6.4 

4.7 

15.4 

13.8 

11.3 

15.6 

7.7 

13.0 

15.4 

28.9 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(587)

製造業(248)

非製造業(339)

大企業(52)

中堅企業(100)

中小企業(409)

うち小規模企業(128)

市外本社企業(26)

増やしていく 当面維持していく 減らしていく 無回答

（
業
種
別
）

（規
模
別
）
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社員の副業・兼業について、全産業では「認めていない」(55.5％)が最も多く、次いで「認めている」

(18.1％)、「検討している」(13.1％）の順となった。 

業種別にみても、「認めていない」が製造業(51.7％)、非製造業(58.2％)とも最も多く、次いで「認めている」

が製造業（21.1％）、非製造業（15.8％）、「検討している」が製造業(13.4％）、非製造業(13.0％)と続いた。 

規模別にみても、「認めていない」が大企業(65.9％)、中堅企業(59.4％)、中小企業(53.5％)、うち小規模企業

(37.2％)とも最も多く、規模が大きいほど比率が高い。また、「認めている」が、規模が小さくなるほど割合が高

くなっている。 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

  

認めている
18.1%

検討している
13.1%

認めていない
55.5%

無回答
13.3%

全産業(548)

18.1 

21.1 

15.8 

9.8 

12.5 

20.2 

27.4 

13.1 

13.4 

13.0 

4.9 

14.6 

13.6 

11.5 

55.5 

51.7 

58.2 

65.9 

59.4 

53.5 

37.2 

13.3 

13.8 

13.0 

19.5 

13.5 

12.7 

23.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(548)
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認めている 検討している 認めていない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

６ 社員の副業・兼業について 

図表６－１  社員の副業・兼業について （単一回答） 【全産業】 

図表６－２  社員の副業・兼業について （単一回答） 【全産業・業種別・規模別】 
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＜副業・兼業を「認めている」もしくは「検討している」と回答した企業のみ＞ 

 

副業・兼業を認めることのメリットについて、全産業では「人材の定着（離職率の低下）」(56.1％)が最も多

く、次いで「従業員のモチベーション向上」、「働き方改革の促進」が同率(40.9％)で続いた。 

業種別にみると、製造業は、「人材の定着（離職率の低下）」(56.3％)が最も多く、次いで「従業員のモチベー

ション向上」（41.3％）、「働き方改革の促進」（31.3％)、非製造業は「人材の定着（離職率の低下）」

(56.0％)が最も多く、次いで「働き方改革の促進」(49.5％)、「従業員のモチベーション向上」(40.7％)の順とな

った。 

規模別にみると、大企業では「人材の育成・従業員のスキル向上」、「新たな知識・経営資源の獲得」(83.3％)

が同率で最も多かった。中堅企業では「働き方改革の促進」(53.8％)、中小企業では「人材の定着（離職率の低

下）」(58.3％)、うち小規模企業でも「人材の定着（離職率の低下）」(54.5％)が最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

７ 副業・兼業を認めることのメリットについて 

図表７－１ 副業・兼業を認めることのメリットについて （複数回答） 【全産業・業種別】 

図表７－２ 副業・兼業を認めることのメリットについて （複数回答）  【全産業・規模別】 
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再就職支
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推進の戦

力

その他 無回答

全産業(171) 56.1 40.9 40.9 25.1 23.4 17.5 14.0 5.3 2.9 5.8

製造業(80) 56.3 41.3 31.3 30.0 22.5 20.0 13.8 2.5 6.3 2.5

非製造業(91) 56.0 40.7 49.5 20.9 24.2 15.4 14.3 7.7 0.0 8.8
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副業・兼業による外部人材の利用について、全産業では「活用したことはない」(84.5％)が最も多く、次いで

「活用したことがある」(7.7％)、「活用を検討している」(2.2％)の順となった。 

業種別にみても、「活用したことはない」が製造業(84.9％)、非製造業(84.2％)とも最も多く、次いで「活用し

たことがある」が製造業（7.3％）、非製造業（7.9％）、「検討している」が製造業、非製造業とも(2.2％)と続

いた。 

規模別にみても、「活用したことはない」が大企業(70.7％)、中堅企業(86.5％)、中小企業(85.4％)、うち小規

模企業(79.6％)とも最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

８ 副業・兼業による外部人材の活用について 

活用したことがある
7.7%

活用を検討して

いる
2.2%

活用したことはない
84.5%

無回答
5.7% 全産業(548)

図表８－１ 副業・兼業による外部人材の活用について （複数回答）  【全産業】 

図表８－２ 副業・兼業による外部人材の活用について  （複数回答）  【全産業・業種別・規模別】 
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＜副業・兼業による外部人材活用について「活用したことがある」もしくは「活用を検討している」と回答した企業のみ＞

 

副業・兼業による外部人材活用のメリットについて、全産業では「人材不足の解消」(66.7％)が最も多く、次い

で「新たな知識・経営資源の獲得」(33.3％)、「業務の効率化」(29.6％)となった。  

業種別にみると、「人材不足の解消」が製造業(59.1％)、非製造業(71.9％)とも最も多く、次いで製造業は「新

たな知識・経営資源の獲得」(45.5％)、「業務の効率化」(36.4％)と続き、非製造業は、「新たな知識・経営資源

の獲得」、「業務の効率化」が同率(25.0％)で続いた。 

規模別にみると、大企業は「人材不足の解消」、「新たな知識・経営資源の獲得」、「人材育成・従業員スキル

の向上」が同率（75.0％）で最も多く、中堅企業（50.0％）、中小企業（68.2％）、うち小規模企業（68.2％）

は、いずれにおいても「人材不足の解消」が最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

９ 副業・兼業による外部人材活用のメリットについて 

図表９－２ 副業・兼業による外部人材の活用について  （複数回答）  【全産業・業種別・規模別】 

図表９－１ 副業・兼業による外部人材の活用のメリットについて （複数回答）  【全産業・業種別】 
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第118回 横浜市景況・経営動向調査（特別調査）＿設問内容 

～コロナ禍における雇用状況について～ 

 

問１ 新型コロナウイルス感染症拡大に起因する従業員の離職について、それぞれ当てはまるものすべて選択

してください。 

【正社員】 

１．離職はない   ２．従業員都合による離職があった   ３．事業主都合による離職があった 

【パートタイム労働者等】 

１．離職はない   ２．従業員都合による離職があった   ３．事業主都合による離職があった 

 

問２ 新型コロナウイルス感染症に起因する従業員の休業について、それぞれ当てはまるのもの1つ選んでくだ

さい。 

【正社員】 

１．実施した  ２．実施していない（今後予定している）  ３．実施していない（今後の予定もない） 

【パートタイム労働者等】 

１．実施した  ２．実施していない（今後予定している）  ３．実施していない（今後の予定もない） 

 
＜問２で【正社員】または【パートタイム労働者等】のいずれかで、「実施した」を選んだ方のみにお尋ねします。 

問３ 従業員の雇用維持を図るため、雇用調整助成金等を活用しましたか。当てはまるもの1つ選んでください。 

１．活用した     ２．活用を検討している     ３．活用する予定はない 

 
＜問２で【正社員】または【パートタイム労働者等】のいずれかで、「実施していない（今後予定している）」を選んだ方のみにお尋ね

します。 

問４ 従業員の雇用維持を図るため、雇用調整助成金等を活用する予定はありますか。当てはまるもの1つ選ん

でください。 

１．活用する予定     ２．活用する予定はない 

 

問５ 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、今後の雇用人員数について、それぞれ当てはまるもの1つ選ん

でください。 

【正社員】 

１．増やしていく    ２．当面維持していく    ３．減らしていく 

【パートタイム労働者等】 

１．増やしていく    ２．当面維持していく    ３．減らしていく 

 

問６ 多様な働き方や新しい働き方のニーズに応えるため、現在、社員の副業・兼業を認めていますか。 

１．認めている  ２．検討している   ３．認めていない 

 

問７ 認めている及び検討している場合、どのようなメリットがあると思いますか。当てはまるものすべて選択して

ください。（複数回答可） 

１．優秀な人材の採用  ２．人材の定着（離職率の低下）  

３．人材育成・従業員のスキル向上  ４．シニア層の再就職支援 

５．新たな知識・経営資源の獲得   ６．従業員のモチベーション向上 

７．新規事業推進の戦力 ８．働き方改革の促進   ９．その他（   ） 

 

問８ これまでに、副業・兼業による外部人材を活用したことがありますか。 

１．活用したことがある  ２．活用を検討している  ３．活用したことはない 

 

問９ 活用したことがある及び検討している場合、どのようなメリットがあると思いますか。当てはまるものすべて

選択してください。（複数回答可） 

１．人材不足の解消   ２．業務の効率化   ３．人材育成・従業員スキルの向上 

４．人件費の軽減    ５．新たな知識・経営資源の獲得   ６．人脈拡大 

７．新規事業推進の戦力 ８．その他（     ） 
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